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ハードウェア仕様変更を考慮した 

ソフトウェアプロダクトライン型開発手法の提案 
 

飯田 隆博†
 

 

ソフトウェアプロダクトライン(SPL)は、要求仕様からフィーチャモデルを用いて可変性を選択することで、ソフトウ
ェアを効率的に開発するための手法として注目されている。しかし、自動車用の複雑な制御システムでは、あるハー
ドウェアの仕様変更が他のハードウェアのサイズやギア比等の物理値変換比率に影響を与え、ソフトウェアの変更点

調査に多大な工数がかるため、SPL の効果が十分に発揮できない。本研究では、ハードウェア構成要素間、ハードウ
ェア-ソフトウェア間、ソフトウェア構成要素間の３つの仕様依存関係マトリクスを組み合わせて用いることで、ハー
ドウェア仕様変更が間接的に影響を及ぼすソフトウェア仕様変更の追跡を可能とする手法を提案する。本手法は従来

の SPL の開発プロセスの拡張であり、複雑な制御システムでも開発効率向上を見込める。 

 

Development Method of Software Product Line to Deal with 

Hardware Specification Changes 
 

TAKAHIRO IIDA
† 

 

 

Software Product Line (SPL) is an effective method to develop software. In the SPL process, software is developed by selecting  

variants on a feature model according to the requirements. However, the conventional SPL is not effective with hardware 

specification changes which occur in developments of control systems such as automotive electric brake systems. These changes 

happen frequently without functional specification changes. Because hardware specification changes affect other hardware 

specifications of conversion ratio like gears or size, and it takes a lot of steps to survey of software specification changes.In this 

paper, we propose the software development method to treat hardware specification changes in SPL. In this method, we use 

matrices which show dependences between each specification of hardware and software, to trace effects of a hardware 

specification change to other hardware or software specifications. These matrices make the tracing easy and enable to treat 

frequent hardware specification changes. The proposed method is expanding method of the conventional SPL process, and 

software development productivity obtained with SPL is maintained. 

 

1. はじめに   

 近年、自動車制御システムの高度化・複雑化に伴ってソ

フトウェアの規模も増大しており、ソフトウェア開発効率

の向上が急務となっている。自動車制御ソフトウェアでは、

カーメーカ毎の仕様の違いや仕向地毎の規格や法規制等へ

の対応により、製品のバリエーションが非常に多くなるこ

とが、開発工数の増大に拍車をかけており、開発工数が増

大するおそれがある。 

ソフトウェアプロダクトライン(SPL : Software Product 

Line) [1]は、ソフトウェア資源の再利用により開発を効率

化する手法として注目されている。SPL では製品のロード

マップを元に、フィーチャモデル[2]を用いることにより、

機能構成を共通部と可変部に分けて開発を行うことで、ソ

フトウェアの再利用性を高めることができる。設計者は要

求から可変部を選択しソフトウェアを構築する。 

しかし、機能仕様の変更を伴わずにハードウェアの仕様

変更を繰り返す製品の開発では、ソフトウェア変更が多発

する。あるハードウェアの仕様変更が他のハードウェアの

サイズや配置、制御比率等に影響を与えるためにソフトウ

ェアに対しても広範囲にわたる影響を及ぼすおそれがある
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ため、詳細レベルでの仕様変更はさらに顕著になる。その

ため、ハードウェアの仕様を考慮した開発手法が必要とな

る。 

SPL において、ハードウェアを取り扱う取組みはこれま

でも行われてきた。[3]では、ハードウェアに依存するプラ

ットフォーム部と、ハードウェアに依存しないアプリケー

ション部の 2 層構成のソフトウェアを用意し、2 種類のフ

ィーチャモデルによって取り扱う手法を提案している。 

また、[4]ではカーナビゲーションシステムのように、同

一のハードウェア構成であっても、異なるソフトウェアを

構築することが可能であるシステムに対して、ハードウェ

アとソフトウェアそれぞれの視点でフィーチャモデルを組

み合わせて、ある製品用の新たなフィーチャモデルを作成

する手法を提案している。 

[5]では、ハードウェアも含めた全体を SysML[6]で記述

したシステムモデルとSPLの連携を取る事例について報告

している。また、システム全体のモデルから SPL を実施し

た例として、[7]ではエンジンシステム全体を概略のシステ

ムモデルで表すことで、製品系列の起点として活用してい

る。 

既存の研究では、ハードウェアとソフトウェアはシステ

ム上明確に分かれていることが前提であり、それらの詳細

な繋がりについては、考慮されていない。しかし、仕様変
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更が繰り返される開発では、フィーチャモデルやアーキテ

クチャの仕様変更まで遡った場合、SPL による開発効率向

上の効果が得られなくなる。 

本研究では、組込み制御システムへの SPL適用において、

ハードウェア仕様の変更に対応する手法を提案する。 

 

2. SPL による従来の開発手法 

多品種開発に効果的な手法のひとつである SPL 

(Software Product Line)[1]では、各製品の共通部と製品個別

の可変部をコア資産として開発、各製品はコア資産を組み

合わせて開発することにより製品系列全体の開発工数を低

減できる。SPL を成功させるために、適切な単位で共通部

と可変部を定義し、長期間管理を続ける仕組みが必要とな

る。 

SPL では一般的にフィーチャモデルをもちいて、コア資

産の管理を行う。フィーチャモデルは、システムや製品の

構成要素(フィーチャ)をツリー形式で表現することにより、

製品の構造を表現することができる。フィーチャモデルで

は、製品毎に入れ替える必要のある機能を選択肢として、

製品毎に要否が異なる機能をオプションとして表現するこ

とで、単一の製品だけでなく製品種別全体に必要とされる

フィーチャを全て列挙できる。 

設計者はフィーチャモデルでフィーチャを選択するこ

とによって、製品の仕様を決定できる。新たな機能の開発

が必要か否かの確認もフィーチャモデルによって行うこと

ができ、不要な重複開発を無くすことができる。 

図 1 に、従来の SPL による開発プロセスの概略を示す。 

まず、設計者は製品開発の要求に従い、フィーチャモデ

ルの選択及び、ハードウェア仕様の決定を行う。そして、

ハードウェア仕様を元に、ハードウェアに依存するフィー

チャの選択を実施する。仮に、フィーチャモデルに記され

ていない機能がある場合、新規部品の開発を実施すること

になる。 

次に、フィーチャモデルの選択に従い、ソフトウェア部

品を選択し、製品アーキテクチャを決定する。ソフトウェ

ア部品は、あらかじめ SPL 全体のアーキテクチャに適合す

るように設計しておくことで、部品選択における IF 等の仕

様の再設計は不要となる。 

選択されたソフトウェア構成に対して、製品の仕様を盛

り込むことで、ソフトウェア・コンポーネントの設計開発

がなされる。一般的に SPL では、コア資産と呼ばれるソフ

ト部品に対して、値を設定することで製品コードが生成さ

れる。もしも、応答性やリソースの制約が厳しい場合は、

自動化を介さず、手動による設計がなされる。 
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フィーチャモデル

ハードウェア

ソフトウェア

ブレーキ マイコン モータ

.c .h

.c .h

.c .h

モータ制御アプリ

マイコン制御アプリ

ブレーキ計算アプリ

要求 HW選択

機能選択
機能選択

可変部決定

RTE

I/OOS 通信

可変部制御ソフトウェア

アーキテクチャ 実装

ハードウェアの仕様

変更に対するソフト
ウェアへの影響

仕様変更

 

図 1 従来の SPL 開発プロセス例 

 

3. ハードウェア仕様変更によるソフト仕様へ

の影響 

SPL では、システムの特徴をフィーチャモデルで表し、

それらを実装するソフトウェアを構築することにより、効

率的な再利用開発を行うことができる。しかし、従来の方

式は、ひとつのハードウェアの仕様変更に対して従属的な

ハードウェアの変更が必要になる制御システムを取り扱う

ためには課題がある。本節では、いくつかのシステム例を

取り上げ、ハードウェア仕様変更の取り扱う上での課題を

示す。 

 

3.1 電動ブレーキシステム 

自動車の電動ブレーキなどでは、ハードウェアの開発を

進めながらソフトウェアを開発していくため、サイズの制

約や、踏み心地、騒音などを対策するためハードウェア仕

様の変更と対応したソフトウェアの変更が繰り返される。

またハードウェアを構成する各部品の結びつきが強いため、

ハードウェアの一部の変更が広範囲の変更につながる。図

2 では相互影響が複雑な制御システムの例として、電動ブ

レーキシステムを示す。電動ブレーキシステムでは、ブレ

ーキペダルの踏み込み量を元に CPU で計算されたブレー

キ力を計算する。計算されたブレーキ力はモータを回転さ

せボールねじ等に伝えることで前後運動となり、マスタシ

リンダのピストンを動かす。マスタシリンダに圧力がかけ

られることで、要求通りのブレーキ力が液圧として発生す

る。さらに電動ブレーキシステムは、横滑り防止装置やブ

レーキキャリパ、タイヤへと物理的に繋がっており、これ

ら部品の経年务化や動作中の振動などを考慮した、制御が

必要となる。これら部品間に密接なつながりがあるため、 

図 3 に電動ブレーキシステムにおいて、仕様変更の影響

が波及する例を示す。モータの回転音が問題になる場合、

モータの径や筐体の変更で解決を図る。ここで、モータの

仕様変更はモータ制御ソフトの変更につながるが、ソフト

ウェアの変更で解決できない場合は、他のハードウェアに

追加の変更を加える。もしモータを変更したならば、モー

タの回転をピストン運動に変えるボールねじが変わること
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があり、これらはマスタシリンダが発生させる液圧に影響

する。マスタシリンダの仕様変更はブレーキペダルの動作

に影響を与えうる。さらに、システムの外にあるブレーキ

キャリパの経年务化等によって、ブレーキシステムが発生

させるべき摩擦力の計算に影響がでる。 

 

アクチュエータ
(モーター)

ブレーキペダル

CPU

マスタシリンダ

電動ブレーキシステム

指令

ブレーキキャリパ

ESC
（横滑り防止装置）

タイヤ

ピストン

回転→前後
(ボールねじ)

 

図 2 電動ブレーキシステムの構成 
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図 3 ハードウェア仕様変更の影響波及例 

 

3.2 モータ駆動システム(EV) 

バッテリー

インバータ モータ

CPU

アクセルペダル

シャフト

タイヤ

ギア
(トランスミッション)

 

図 4 モータ駆動システムの構成 

 

図 4 に示すように、電気自動車(EV)のモータ駆動システ

ムはバッテリー、ギア、アクセルペダル、タイヤ等の詳細

仕様に影響される。アクセルペダルの踏み込み量に対して、

一定の加速を行う制御だけでも、バッテリーの残量や経年

务化、ギア比やタイヤの摩耗等も考慮した回転制御を行わ

なければならない。 

また、図 4 のような構成を取る場合、電子制御されるモ

ータから先の、ギア、シャフト、タイヤは、全て機械的な

機構で繋がっているため、以降の摩耗や環境による微細な

変化を考慮した制御ソフトウェアの設計/実装が必要にな

る。 

さらに、より高度な運転アプリケーションを導入するた

めには、タイヤに備えられるブレーキパッドへ力を与える

ブレーキシステムとの連携を、電子的にも機械的にも考え

たソフトウェア作りが重要である。 

 

3.3 課題のまとめ 

本節で示したように、ハードウェアの仕様変更頻発によ

る構成要素間の従属的な影響関係は把握困難であり、フィ

ーチャモデルで扱うと、フィーチャ分岐数が増大し、また、

相互依存関係が発生するためツリー構造を維持できない。

上記課題を解決するためには、ハードウェア変更が間接的

にソフトウェアへの影響を整理する仕組みが必要となる。 

 

4. 提案手法 

ハードウェア(HW)仕様変更の影響波及を容易に追跡す

るため、我々は下記 3 つの依存関係を管理するトレーサビ

リティマトリクスを用いたソフトウェア(SW)への影響分

析手法を提案する。 

1. HW 間依存関係マトリクス 

2. HW-SW 依存関係マトリクス 

3. SW 間依存関係マトリクス 

 

4.1 HW 間依存関係マトリクス 

 図 5 に HW 間の依存関係マトリクス概要を示す。 

横軸に変更対象となるハードウェアのコンポーネントを、

縦軸に影響先のハードウェアのコンポーネントを記す。 

本ハードウェアマトリクスにおける依存関係の定義は

以下の二つである。 

1. 配置寸法の依存関係 

ひとつの部品サイズ変更による、他の部品配置との干渉 

2. 力学的依存関係 

ギア比などの動力伝達手段や、液圧・空圧等の動力伝達

手段の変更による他の動力伝達手段の特性変更 
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図 5 HW 間依存関係マトリクス 
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例えば、ブレーキペダルはマスタシリンダとは力学的な

依存関係にあり、ドライバーがペダルを操作した際の液量

制御に影響を与える。また、CPU 基板とモータは配置寸法

の依存関係があり、片側の変更がもう片側のサイズに影響

を与える。 

 

4.2 HW-SW 依存関係マトリクス 

図 6 にハードウェアとソフトウェア間の依存関係マトリ

クス概要を示す。横軸に変更元のハードウェアのコンポー

ネントを、縦軸に影響先のソフトウェアのコンポーネント

を記す。ハードウェアのコンポーネントが変更になった際

には、影響対象のソフトウェアのコンポーネントがわかる

ように印を入れる。本マトリクスにおいて、あるハードウ

ェアと、あるハードウェアの特性を制御するソフトウェア

モジュール間に影響関係があるとする。 

 例えば、モータの磁石が変わる場合、モータのトルク特

性が変わるため、トルク計算制御ロジックに修正が入る。

また、最もハードウェアの操作に近い電流制御も磁石の特

性を吸収する制御が必要となるため、影響が存在する。 
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図 6 HW-SW 依存関係マトリクス 

 

4.3 SW 間依存関係マトリクス 

 図 7 にソフトウェア・コンポーネント間の、依存関係マ

トリクスを示す。ソフトウェア・コンポーネント間の影響

関係は、図 8 の制御フローに基づき分析する。例えば、モ

ータトルクの計算は、後段の追従制御に制御値を受け渡す

ためモータトルク計算と、追従制御間に影響有りとしてチ

ェックを入れることになる。 
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図 7 SW 依存関係マトリクス 
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図 8 ソフトウェアの制御フロー 

  

4.4 提案手法を用いた SPL 開発プロセス 

 図 9 に各マトリクスを用いた影響分析の概要を示す。ハ

ードウェアの仕様変更があった際に、設計者は HW 依存関

係マトリクスを元に影響があるハードウェアを確認する。

次に、変更のあったハードウェアが影響を与えるソフトウ

ェアを HW-SW 依存関係マトリクスを用いて追跡する。最

後に、SW間の影響は SW依存関係マトリクスで追跡する。

以上により、ひとつのハードウェア仕様変更が影響を与え

るソフトウェア仕様を抽出できる。ハード仕様変更とソフ

ト仕様変更の結果は、両者を対応させる形で管理する。 

HW-SW依存関係HW依存関係

.hソースコード
変更対象

.c

ハードウェア

HW仕様
変更対象

SW依存関係

SW仕様
変更対象

ソフトウェア
HW仕様変更

ペ
ダ
ル

モ
ー
タ

セ
ン
サ

ボ
ー
ル
ね
じ

磁
石

センサ

磁石

ボールねじ

変更先

ペダル

モータ

マ
ス
タ
シ
リ
ン
ダ

マスタシリンダ

仕様変更

変
更
先

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
ソフトウェア

仕様変更

ペ
ダ
ル

モ
ー
タ

セ
ン
サ

ボ
ー
ル
ね
じ

磁
石

マ
ス
タ
シ
リ
ン
ダ

仕様変更

モータ制御

制動力計算

追従制御

トルク計算

電流制御

液圧制御

仕様変更

変更元

変
更
先

モータ制御

制動力計算

追従制御

トルク計算

電流制御

液圧制御

モ
ー
タ
制
御

制
動
力
計
算

追
従
制
御

ト
ル
ク
計
算

電
流
制
御

液
圧
制
御

仕様変更

 

図 9 ハードウェアの仕様変更を追跡する３マトリクス 

 

図 10 に提案手法を用いた際の開発プロセスを示す。本

手法の適用によりハードウェアの仕様変更がソフトウェア

に与える影響を管理できるようになった。 
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図 10 提案手法を用いた SPL 開発プロセス 

 

5. 考察 

提案手法を用いることで、ハードウェアの仕様変更時の

影響把握が可能になる。本手法適用により、より詳細なレ

ベルでハードウェアの仕様影響を管理可能になった。 

従来、依存関係の複雑さにより、再設計を繰り返すこと

による大きな変更工数がかかっていた。本手法により、再

設計箇所の発見を早期化することができるため、大幅な工

数削減効果が期待できる。 

 また、上記の開発プロセスでは、フィーチャモデル等の

上位設計は変更せずに再利用できるため、SPL による開発

効率向上を維持することができる。 

HW-SW 依存関係マトリクスを用意することにより、本

手法の用途以外にも、ハードウェア仕様からフィーチャ選

択する際に利用することができる。 

 

6. まとめと今後の課題 

 本研究では、開発中にハードウェアの仕様変更が多発す

る制御システムにおいて、ハードウェアの仕様変更がソフ

トウェアに及ぼす影響を管理する手法を提案した。 

 今後の課題として、SysML 等のモデル言語により、上位

の概念でハードウェアやソフトウェア間の関係を管理し、

依存関係マトリクスを機械的に導出することが挙げられる。 

試行の結果、ハードウェアをマトリクスに分解するため

の適切な粒度の尺度が実務上重要であることがわかった。

ハードウェアをマトリクスに分解するための適切な粒度を

決める手法が必要である。 
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